
1/8 

 

 
 

 
 
 

 

 

公益信託うつくしま基金 助成申請書（第１５回助成金） 
平成  年  月  日 

公益信託うつくしま基金 

提出先 株式会社東邦銀行     

公益信託うつくしま基金の平成２９年度（第１５回）募集について、下記のとおり助成金の交付を申請します。 

また、この申請書および添付資料に記載の事項は、助成金の支給対象者の選考等、当公益信託の運営に必要な範囲で、当基金の運営 

委員・委託者・受託者（代理店）・サポート組織が取得・利用すること、ならびに申請者名・事業内容等申請書の情報が主務官庁へ提供

される他、一般に公開されることについて、同意のうえ下記のとおり申請します。 

１ 申請者・連絡（書類送付）先  

名称（個人・グループ・任意団体・

NPO 法人） 

※福島県内の申請者に限

ります 

（ﾌﾘｶﾞﾅ）  

                                                            
  

[申請者区分：個人(申請者以外の共同参画者2名以上)・グループ・任意団体・ＮＰＯ法人]                            

代表者名 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

                            （年齢  歳）                                                                                                    

申請者住所・連絡先 
※福島県内に限ります 

〒 

住所 

固定電話 (       )   －      携帯電話 (       )   － 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ:              URL：  

連絡担当者名 
※福島県内の担当者に 

限ります 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

連絡先区分 自宅・事務所・勤務先 
（年齢  歳） 

担当者住所・連絡先 
（連絡・郵送可能先） 

※福島県内に限ります 

〒 

住所  

固定電話 (       )   －     携帯電話 (       )   － 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ:              URL：  

２ 事業分野・事業名・区分 

申請事業の分野 (        ) 

助成を受ける事業の名称 今回申請する事業の名称を下欄に５０字以内で記入して下さい。(５１字以降は削除されます) 

 

 

※今回の申請事業が過去に本基金の助成給付を受け行った事業と同じテーマの場合には「継続」に○印を付け、実施年度及び助成額を記

入して下さい。初めて行う事業の場合は「新規」に○印を付けて下さい。また、過去の本基金申請回数、助成受給回数を記入して下さい。 

３ 助成申請コース・申請額・事業期間 
◆助成金の交付を受けた場合には、「助成規程」を遵守し助成金を適切に使用いたします。 

◆助成金の返還義務に該当した場合は、速やかに助成金の全額または一部を返還することを約束いたします。 

㊟ 発展事業支援コース（101 万円～500 万円）への申請は、50 万円以上の助成金の給付を受けて同分野での事業を行って、十分な

成果をあげている（平成 28 年 3 月までに事業が完了している）ことが条件となります（実績がない場合は申請できません）。

事務局

使用欄 

受付月日  

受付番号  

申請事業の区分 

新規 

・ 

継続 

実施年度 平成    年度 平成     年度 

助成額      円 円      

本基金申請回数 

（うち助成受給回数） 

申請回数       回 

（うち助成受給回数    回） 

助成申請コース名 
※希望コースに○印を 

付けて下さい。 

 スタートアップ支援コース（３０万円以下・団体立ち上げ後概ね３年以内） 

 実践支援コース（５０万円以下） 

 発展事業支援コース（100万円以下） 

 発展事業支援コース（101万円～500万円）㊟ 

 自治体との協働コース（800万円以下） 

助成申請額 事業費総額 事 業 期 間    ※事業期間は１年以内です 

 

万円 万円 

 
ヵ月間 

平成  年  月 ～ 平成  年  月 

（最長で平成29年4月～平成30年3月の12ヵ月となります） 

印

  

提出方法：郵送 

申請事業が、募集要項にて定めている２0 の「助成対象事業」のうち、該当する事業分野を 

１～20 のうち一つ選んで左の（ ）内に記入して下さい。 

問い合わせ窓口：特定非営利活動法 

うつくしまＮＰＯネットワーク 

ＴＥＬ：024-953-6092 

提出先：本基金事務局（東邦銀行） 

提出方法：郵送のみ 

 
＜「助成申請書」作成時・提出時の留意点＞ 
・申請書の作成、ご質問に関しては右記「問い合わせ窓口」に確認してください。 
・申請書の提出は、早めにうつくしま基金事務局まで郵送にてお願いします。 
・申請書の内容を、運営委員が選考基準に基づき審査を行います。箇条書きにて要点を

記載してください。なお、記入要領、記入のポイントを参考にして下さい。 
・申請書類の差替えは行いませんので、提出前に再度記入内容を確認して下さい。 
・本申請に関する連絡、書類の発送等は連絡担当者へ行います。日中連絡の取れる電話

番号、受領が可能な郵送先の記入をお願いします。 
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※スタートアップ支援コース・実践支援コースの助成申請額は、事業費総額の 10 分の 10 の範囲内、発展事業支援コース・自治

体との協働コースの助成申請額は、事業費総額の 10 分の８の範囲内となります。 

なお、助成申請額は１万円単位で、１万円未満は切捨てとなります。 

４ 助成金事業の計画     

※ 申請するコースにより記入用紙を選択して下さい。 

助成を受ける事業計画について次の項目ごとに内容が分かるように「箇条書き」で要点を記入して下さい。 

【スタートアップ支援コース】 

 【実践支援コース】 

（１）事業の目的（今回申請する事業の目的（理由）を箇条書きで要点を記載して下さい。申請者が普段の活動を

通して目的としているものについては、６「組織等の状況」の「申請者の活動目的」欄に記載して下さい。） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の内容（箇条書きで要点を記載して下さい） ５「収支計画」の「支出の部」で記載される支出の各項
目と予算額が、事業の中でなぜ必要なのかも箇条書きで要点を記載して下さい。 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業スケジュール（事業目的を達成するためのスケジュールを箇条書きで要点を記載して下さい。） 

例）○月 ～を準備する。○月○日 ～を○○会場で実施する。対象者○○ 参加予定人数○○名  

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他 
 ※単価が20万円以上の物品を購入する場合は、それらの物品を３年以上使用することが分かるような使用計画について記載して 

下さい。（単価が20万円以上の物品を購入する場合は事前に複数社の見積書を取り、その写しを申請書に添付して下さい。申請

書には最も安価な見積書の金額を記載して下さい。） 
＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

※添付資料（Ａ４版１ページ以内厳守）があれば、その有無を○で囲んで下さい。： 有 ・ 無 
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【発展事業支援コース】（101 万円～500 万円の申請の場合は、「8  50 万円以上の助成を受けた実績等」の提出も必要です） 

（１）事業の目的（今回申請する事業の目的（理由）を箇条書きで要点を記載して下さい。申請者が普段の活動を

通して目的としているものについては、６「組織等の状況」の「申請者の活動目的」欄に記載して下さい。） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の内容（箇条書きで要点を記載して下さい） ５「収支計画」の「支出の部」で記載される支出の各項
目と予算額が、事業の中でなぜ必要なのかも箇条書きで要点を記載して下さい。 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業スケジュール（事業目的を達成するためのスケジュールを箇条書きで要点を記載して下さい。） 

例）○月 ～を準備する。○月○日 ～を○○会場で実施する。対象者○○ 参加予定人数○○名  

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

（４）事業を行うことで期待できる効果（箇条書きで要点を記載して下さい） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（５）助成金事業終了後の展望（助成金事業を踏まえて、今後の活動予定について記載して下さい） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

（６）その他 
 ※単価が20万円以上の物品を購入する場合は、それらの物品を３年以上使用することが分かるような使用計画について記載して 

下さい。（単価が20万円以上の物品を購入する場合は事前に複数社の見積書を取り、その写しを申請書に添付して下さい。申請

書には最も安価な見積書の金額を記載して下さい。） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

※ 添付資料（Ａ４版１ページ以内厳守）があれば、その有無を○で囲んで下さい。： 有 ・ 無 
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【自治体との協働コース】（「9  協働する自治体及び役割分担等」の提出も必要です） 

（１）事業の目的（今回申請する事業の目的（理由）を箇条書きで要点を記載して下さい。申請者が普段の活動を

通して目的としているものについては、６「組織等の状況」の「申請者の活動目的」欄に記載して下さい。） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 
（２）事業の内容（箇条書きで要点を記載して下さい） ５「収支計画」の「支出の部」で記載される支出の各項

目と予算額が、事業の中でなぜ必要なのかも箇条書きで要点を記載して下さい。 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業スケジュール（事業目的を達成するためのスケジュールを箇条書きで要点を記載して下さい。） 

例）○月 ～を準備する。○月○日 ～を○○会場で実施する。対象者○○ 参加予定人数○○名  

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

（４）事業を行うことで期待できる効果と協働することで期待できる効果（箇条書きで要点を記載） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

（５）助成金事業終了後の展望（助成金事業を踏まえて、今後の活動予定について記載して下さい） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

（６）その他 
 ※単価が20万円以上の物品を購入する場合は、それらの物品を３年以上使用することが分かるような使用計画について記載して 

下さい。（単価が20万円以上の物品を購入する場合は事前に複数社の見積書を取り、その写しを申請書に添付して下さい。申請

書には最も安価な見積書の金額を記載して下さい。） 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

※添付資料（Ａ４版１ページ以内厳守）があれば、その有無を○で囲んで下さい。： 有 ・ 無 
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５ 収支計画 

 （収入の部）※「他の助成金」：本事業内容において、他の助成金が決定、もしくは他の基金等

に申請中・申請を予定している場合は必ず記入して下さい。 

 

 （支出の部）記入要領の「経費の説明」にて、助成対象経費となるかどうかを確認の上、記入して下さい。 

項目間の流用は認められませんので、よく検討し記入して下さい。（単位：千円、千円未満は切捨て） 

（※）「同一先」からの物品購入・委託外注費が合計 20 万円以上となる場合、単価 20 万円以上の物品購入・

委託外注費がある場合は複数社の見積書の写しを添付し、最も安価な見積書の金額を記載して下さい。 
 

（※）「支出の部」の「基金利用」欄は、支出する予算額のなかで、うつくしま基金の助成金を利用する項目

に「○」を記載します。  

例）「収入の部」：収入合計 50 万円（内訳：うつくしま基金助成金 30 万円、自己資金 20 万円） 

「支出の部」：支出合計 50 万円（内訳：人件費 15 万円、物品購入費 24 万円、会場施設使用料 5 万

円、旅費交通費 6 万円）。うつくしま基金の助成金 30 万円を物品購入費と旅費交通費に使用する場

合は、「物品購入費」と「旅費交通費」の「基金利用」欄に○(マル)を記載する。 

項目 
予算額 

（単位：千円） 左の内訳、内容及び算出根拠（詳細を記載して下さい） 

うつくしま基金助成金(A) 万円 
◆基金予算額が、コース限度額以内かつ下記(助成比率)欄で算出した限

度額以内であることを確認して下さい。 

※他の助成金  
 

自己資金  
 

その他（       ）  
 

収入合計  ◆収入合計が支出合計と一致していることを確認して下さい。 

項目 

（本事業分のみ） 

基金 

利用 

予算額 
（単位：千円） 左の内訳、内容及び算出根拠（箇条書きで記載して下さい） 

外部講師謝金  千円 

 

 

 

人件費  千円 

 

 

 

物品購入費（※）  千円 

 

 

 

委託外注費（※）  千円 

 

 

 

機材等借上料  千円 

 

 

 

会場施設使用料  千円 

 

 

 

旅費交通費  千円 

 

 

 

通信連絡費  千円 

 

 

 

事務諸経費 

（事務用品等） 

 

 
千円 

 

 

 

その他  千円 

 

 

 

支出合計（B） 千円 ◆支出合計が収入合計と一致していることを確認して下さい。 



6/8 

（助成比率） 

６ 組織等の状況 

申請者の名称 
（個人・グループ・任意団体・ 

NPO 法人） 

 

申請者の活動目的 
（申請者が普段から目的とし

ているもの（定款に定められて

いる目的など）を記入して下さ

い。今回申請する事業の目的に

ついては４（１）に記載して下

さい。） 

 

 

 

 

 

会員数・ 

共同参画者数 

会員数（グループ・任意団体・NPO 法人の場合） 
               

名 

共同参画者数（個人の場合、申請者以外に 2 名以上） 
              

名 

・立上げ準備時期 

・事業開始時期 

・団体設立年月 

立ち上げ準備・事業開始時期・団体設立：平成  年    月 （事業歴   年  ヵ月） 

※特定非営利活動法人の場合  法人格取得年月日    年    月    日 

専従職員の有無 有  〔    〕名（うち有給   名・無給   名）  ・   無 

直近の事業年度の 

収支額 

収入                 円 （平成     年度）             

支出                円 （事業年度区分  月～  月）（記載例 ４月～３月） 

ＮＰＯ法人の申請者

は記入して下さい 

・事業報告書を期限内に県へ提出していますか？ はい・いいえ   

・直近の事業報告書の提出時期 平成  年  月 

これまでの活動実

績等 

※これから活動をス

タートする場合

は、主たる構成員

のこれまでのボラ

ンティア・ＮＰＯ

活動実績や、関心

のある活動分野な

どについて記入し

て下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※直近の事業年度の収支報告書があれば、その有無を○で囲み、添付して下さい。： 有 ・ 無 

 申請者が特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の場合、必ず添付して下さい。 

※添付資料（Ａ４版１ページ以内厳守）があれば、その有無を○で囲んで下さい。： 有 ・ 無 

７ 当事業に携わるスタッフ（福島県内に限る） 
・申請者が「個人」の場合は、申請事業に賛同して主体的に事業を実施する申請者以外の共同参画者を２名以上 

記入して下さい。記入がない場合は、助成の対象になりません。 

・申請者が「グループ、任意団体、NPO 法人」の場合は、スタッフを数名記入して下さい。 

・当基金へ申請する他の団体にも携わる者がいる場合は、その申請団体名を必ず記入して下さい。 

氏 名 年齢 当事業の担当業務 電話番号 他団体での当基金申請状況 

        歳 
 自宅： 

携帯： 

無・有（申請者名 

             ） 

 歳 
 自宅： 

携帯： 

無・有（申請者名 

             ） 

 歳 
 自宅： 

携帯： 

無・有（申請者名 

             ） 
 

※ 受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日法律 57 号）に基づき、申請者の個人情報を、 

公益信託業務を遂行するために必要な範囲内に限定して利用致します。 
 

 

助成金(A)限度額：以下の算式で求められる金額とコース助成限度額のいずれか低い方が限度額となります。 

    千円×         ％＝     万円（万円未満切捨て） 
（B）       ｺｰｽ別助成割合（ｽﾀｰﾄ・実践支援：100％、発展・協働：80％） 

 

申請事業の助成比率 ：    千円÷        千円×100＝     ％ ㊟ 
(A)          (B)      （小数点第二位以下切上げ、小数点第一位まで記入） 

 

㊟助成比率はコース別に右記の条件を満たす必要があります：100.0％以内 スタートアップ支援コース、 

                                       実践支援コース 

           80.0％以内 発展事業支援コース、自治体との協働コース 



7/8 

８ ５０万円以上の助成を受けた実績等 
（発展事業支援コースで申請額が 101 万円～500 万円の場合のみ記入して下さい） 

    発展事業支援コースのうち、助成申請額が 101 万円～500 万円の場合は、これまでに公益信託うつくしま基金又は他の

助成制度から１回の助成金額が 50 万円以上の助成金の給付を受けて実施した同分野の事業の実績について、下欄に記入

するとともに、記載した実績を裏付ける事業の収支報告書（下欄の助成金の額が確認できないものは不可）を下記の添

付資料とは別に必ず添付して下さい。 

事業の名称  

実 施 時 期 平成  年  月 ～ 平成  年  月  事業費総額                    円 

助成制度名  助成金の額 

  ※50万円以上 

                   

           円 

事業の概要 ＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の実績 

及び成果  
＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他 
（成果の継

承状況など） 

 

＜箇条書き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記載した実績を裏付ける事業の収支報告書以外に、上記の事業の概要や実績、成果等を補足的に説明す

る添付資料（Ａ４版１ページ以内厳守）があれば、その有無を○で囲んで下さい。： 有 ・ 無  
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９ 協働する自治体及び役割分担等 （自治体との協働コースの場合のみ、記入して下さい） 

（１）協働する自治体 

自治体名       担当課（グループ）名                                         担当者名  

住 所  

電話番号       

（２）協働の形態（該当するものに○印を付けて下さい。） 

   ア 共催 

   イ 実行委員会・協議会 

   ウ その他（                          ） 

  ※地方自治体の経費負担が、助成対象者への補助金や委託料の場合は、このコースにおける「協働」に該当しません。 

（３）協働する自治体との役割分担・経費分担等 

   助成申請者 協働する自治体 

役割分担      
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費分担      
 
※役割分担に
応じた経費
の分担金額

を分かりや
すく記入し
て下さい。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他      
 
※協働事業を
円滑に実施
するための

工夫や留意
点等を簡潔
に箇条書き

で記入して
下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ※自治体へ提出した企画書（原案でも可）を必ず添付して下さい。 


